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はじめに｜日本の人口の推移

平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
38％台の水準になると推計されている。
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（出所） 2017年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）、高齢化率および生産年齢人口割合は2015年までは総務省「国勢調査」、 2017年は総務省「人口推計」 、
2017年までの合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2018年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」
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はじめに｜2040年までの就業者数シュミレーション
資料出所：平成31年1月15日 第８回雇用政策研究会 資料１「雇用政策研究会報告書（案）」

資料出所：2017年実績値は総務省「労働力調査」、2025年及び2040年は（独）労働政策研究・研修機構推計
※推計は、（独）労働政策研究・研修機構が、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」等を用いて行ったもの
※経済成長と労働参加が進むケース：「未来投資戦略」を踏まえた高成長が実現し、かつ労働市場への参加が進むケース
※経済成長と労働参加が進まないケース：ゼロ成長に近い経済状況であり、かつ、労働市場への参加が進まないケース（2017年性・年齢階級別の労働力率固定ケース）
※図中の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、年齢計と内訳の合計は必ずしも一致しない。増減差は表章単位の数値から算出している。

２０４０年までの就業者シミュレーション（男女計）
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30歳～
59歳

60歳
以上

15歳～
29歳

６０８２万人
（▲４４８万人）

６５３０万人 ６４９０万人
（▲４０万人）

約408万人増加

５２４５万人
（▲１２８５万人）

６０２４万人
（▲５０６万人）

約779万人増加

約193万人増

約28万人増

約186万人増

約281万人増

約23万人増

約476万人増

○ 「経済成長と労働参加が進まないケース」は、2040年の就業者数が▲1,285万人（2017年比）となるが、「経済成
長と労働参加が進むケース」では、その場合よりも約779万人増となり、2017年比で▲506万人にとどまる見込みである。

※本推計は、労働需給が一致するよう推計されたものであり、人手不足の状況を示すものではない。
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○ 諸外国を見ると、韓国では我が国と同様に「M字カーブ」を描いているが、他の欧米諸国には見られない。

はじめに｜主要国における女性の年齢階級別労働力率

（％）
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（出所）日本：総務省「労働力調査（基本集計）」、その他の国：OECD Database。いずれも2017年値。
（備考）
1. 労働力率は、「労働力人口（就業者＋完全失業者）」／「15歳以上人口」×100
2. 米国の15～19歳の値は、16～19歳の値、スウェーデンの65～歳の値は、65～74歳の値

(歳)
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女性の労働力人口と年齢階級別労働力率（実際の労働力率と就業希望との差）
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労働力率

潜在的労働力率

○平成29年の女性の労働力人口は2,937万人。総労働力人口に占める女性の割合は
43.7％となっている。

○女性の年齢階級別労働力率はM字カーブを描いている。また、労働力率と潜在的労働力率
の差は大きく、就業を希望する女性の数は262万人にのぼる。

潜在的労働力率 ＝

人口（15歳以上）

就業者＋失業者＋就業希望者

（資料出所）総務省「平成29年労働力調査」、「平成29年労働力調査（詳細集計）」

（資料出所）総務省統計局「平成29年労働力調査」

【女性の年齢階級別労働力率と潜在的労働力率（2017年）】【労働力人口の推移】

注１）平成22年から28年までの数値は、平成27年国勢調査基準のベンチマーク人口に基づいて遡及又は補正した時系列
接続用数値に置き換えて掲載した。また、平成17年から21年までの数値は、平成22年国勢調査基準のベンチマーク人
口に基づく時系列接続用数値を掲載している。

注２）平成23年の数値は、東日本大震災の影響により、関連統計等を用いて補完的に推計した値である。
注３）労働力人口総数に占める女性割合は、厚労省雇均局作成。

就業希望者数
(女性)：262万人
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○ 管理職に占める女性の割合は長期的には上昇傾向にあるが、国際的に見ると依然その水準は低い。

役職別管理職に占める女性割合の推移（企業規模１００人以上） 管理的職業従事者に占める女性割合の国際比較

資料出所：日本;総務省統計局「平成29年労働力調査」、
その他:（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2018」

注１）日本の分類基準（日本標準職業分類）とその他の国の分類基準
（ISCO-08）が異なるので、単純比較は難しいことに留意が必要。
２）ここでいう「管理職」は、管理的職業従事者（会社役員や
企業の課長相当職以上や管理的公務員等）をいう。

３）割合は、管理的職業従事者のうち女性の占める割合。
資料出所：厚生労働省「平成29年賃金構造基本統計調査」より、厚労省雇均局作成

（％）

昭和 平成

（年）

管 理 職
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資料出所：厚生労働省「平成30年賃金構造基本統計調査」

男女間賃金格差（※）の推移

注１） 「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。
注２） 「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い又は１日の所

定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者をいう。平
成16年まで「パートタイム労働者」の名称で調査していたが、定義は同じである。

注３） 「正社員・正職員」とは、事業所で正社員、正職員とする者をいう。

男女間賃金格差
○ 男女間賃金格差は長期的には縮小傾向にある。

○ 男女間賃金格差の要因で最も大きいのは、役職の違い（管理職比率）であり、次いで勤続年数の違い
となっている。

昭和 平成

（※）男性労働者の所定内給与額を100.0としたときの、女性労働者の所定内給与額の値

男女間賃金格差の要因（単純分析）（平成29年）

調整した事項

男女賃金格差
男女間格差の縮

小の程度
②－①男女間格差

（原数値）①
男女間格差
（調整済み）②

勤続年数 73.4 77.9 4.5

役職 75.4 84.8 9.4

年齢 73.4 74.2 0.8

学歴 73.4 73.9 0.5

労働時間 73.4 74.7 1.3

企業規模 73.4 73.7 0.3

産業 73.4 71.1 -2.3

注１） 「調整前（原数値）」は男性100に対する、実際の女性の賃金水準
注２） 「調整後」は女性の各要因の労働者構成が男性と同じと仮定した場合の賃金水準
注３） 「役職」については、調査対象が「常用労働者100人以上を雇用する事業所における、雇用期

間の定めのない者」であるため、他の要因による調整結果と比較する際に注意が必要
（他の要因については、事業所規模10人以上）
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55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

60 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718192021222324252627282930

一般労働者 一般労働者のうち正社員・正職員
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【資料出所】 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング
「平成28年度仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査研究事業報告書」

【妊娠・出産前後に退職した理由】

30.3%

14.6%

12.9%

22.5%

8.4%

6.2%

6.7%

12.9%

家事・育児に専念する
ため自発的にやめた

妊娠、出産を機に自発的に
辞めたが、理由は結婚、出
産等に直接関係ない

夫の勤務地や夫の転
勤の問題で仕事を続け
るのが難しかった

仕事を続けたかったが、仕
事と育児の両立の難しさで
やめた

解雇された、もしく
は退職勧奨された

妊娠、出産前と仕事の内容や
責任等が変わり、やりがいを感
じられなくなった（なりそうだっ
た）

その他

特にない

【資料出所】 国立社会保障・人口問題研究所 「第１５回出生動向基本調査（夫婦調査）」
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1985-89 1990-94 1995-99 2000-04 2005-09 2010-
2014子どもの出生年

就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし）

出産退職 妊娠前から無職

その他・不詳

出産前
有職
72.2
(100)％

出産後
継続就業率

38.3
(53.１)％ (※)

目標値（未来投資戦略2018）

第１子出産前後の女性の継続就業率

５３．１％（平成２７年）→５５％（平成３２年）

①勤務時間があいそうもなかった（あわなかった） （47.5%）

②自分の体力がもたなそうだった（もたなかった） （40.0%）

③育児休業を取れそうもなかった（取れなかった） （35.0%）

④つわりや産後の不調など妊娠・出産にともなう体調不良のため （27.5%）

⑤職場に両立を支援する雰囲気がなかった （25.0%）

⑥保育園等に子どもを預けられそうもなかった（預けられなかった）（17.5%）

⑦産前・産後休業を取りにくかった （17.5%）

両立が難しかった具体的理由

○ 約５割の女性が出産・育児により退職している。
○妊娠・出産を機に退職した理由を見ると、「自発的に辞め
た」が30.3％、「両立が難しかったので辞めた」が約22.5％

【第１子出生年別にみた、第１子出産前後の妻の就業変化】

（※）（ ）内は出産前有職者を100として、出産後の継続就業者の割合を算出

仕事と生活の両立をめぐる現状

出産退職
33.9

(46.9)％ (※)

（注１）就業変化は、妻の妊娠判明時と子ども１歳時の従業上の地位の変化をみたもの。
（注２）上記グラフは、対象期間（例：2010～2014）中に出産した女性の就業変化を表している。
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末子出産時の育児休業制度の取得状況

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「仕事と家庭の両立に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（平成29年度）

○ 育児休業の利用希望があったにもかかわらず利用できていない男性は３5.3％存在する。

※就業形態は末子妊娠判明時のもの。
※「利用希望」は、「制度があり、制度を利用していないが利用したい」「制度がないが制度を利用したい」の合計。

○ 育児休業制度の取得状況（単数回答）
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育児休業を取得しなかった理由
○ 育児休業を利用しなかった人について、育児休業制度を利用しなかった理由を見ると、「男性・正社員」では、
「会社で育児休業制度が整備されていなかった」が27.5%、「育児休業を取得しづらい雰囲気だった」が
25.4％、「業務が繁忙で職場の人手が不足していた」が27.8％、「自分にしかできない仕事や担当している仕事
があった」が19.8%となっている。

○育児休業を取得しなかった理由
（複数回答）

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「仕事と育児の両立に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（平成29年度）

※就業形態は、末子妊娠判明時のもの。
※「男性・正社員」は育児休業を利用しなかった回答者を集計対象とする。
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育児休業取得率の推移
○育児休業取得率は、女性は８割台で推移している一方、男性の育児休業取得率は、長期的には
上昇傾向にあるものの、5.14％と依然として低水準にある。

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

（※） 平成23年度以降調査においては、調査前々年10月１日から翌年９月30日までの１年間。
注） 平成23年度の［ ］内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

育児休業取得率＝
出産者のうち、調査時点までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数

調査前年度１年間（※）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数
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平成24年調査 平成29年調査

介護・看護を理由とする
離職者

10.1万人
（平成23年10月～24年９月）

9.9万人
（平成28年10月～29年９月）

介護をしながら就業する者 291.0万人
（平成24年10月）

346.3万人
（平成29年10月）

家族の介護・看護を理由とする離職・転職者数等の推移（就業者）

資料出所：総務省「就業構造基本調査」（平成24年、29年）

－0.2万人

＋55.3万人
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介護離職者の現状

○ 家族の介護や看護による離職者数の推移をみると、離職者数はやや減少しているものの、

直近の数値は約９万９千人。男性の割合は増加傾向にあることが分かる。

○ 家族の介護・看護を理由とする離職者は、50歳～64歳で多い。65歳以上も17.6％存在している。

家族の介護・看護を理由とする離職者数
（就業者）の推移

介護・看護を理由とする離職者（就業者）の年齢構成

資料出所：総務省「平成29年就業構造基本調査」
（平成19年、24年、29年）

資料出所：総務省「平成29年就業構造基本調査」（平成29年）
平成28年10月～平成29年９月の離職者
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62.1

25.3

16.6

9.1

20.2

11

9.9

9.7

5.9

4.6

62.7

32.8

8.5

5.5

22.8

8.1

9.8

13.2

8.3
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0 20 40 60 80

仕事と｢手助・介護｣の両立が難しい職場だったため

自分の心身の健康状態が悪化したため

施設へ入所できず｢手助・介護｣の負担が増えたため

在宅介護サービスを利用できず｢手助・介護｣の負担が増えたため

自身の希望として｢手助・介護｣に専念したかったため

自分自身で｢手助・介護｣するとサービスなどの利用料を軽減できる

ため

｢手助・介護｣を機に辞めたが、理由は｢手助・介護｣に直接関係ない

家族や親族からの理解・協力が十分に得られなかった又は家族や親

族が｢手助・介護｣に専念することを希望したため

要介護者が｢手助・介護｣に専念することを希望したため

その他

離職／男性（n=525）

離職／女性（n=469）

40歳代～50歳代の介護を機とした離職者に、 「手助・介護」を機に離職した理由を聞いたところ、男女ともに「仕事と手助・介護

の両立が難しい職場だったため」の割合が最も高く、次いで、「自分の心身の健康状態が悪化したため」の割合が高くなってい
る。また、施設入所や在宅介護サービスの利用の困難性を挙げる人もいる。
一方で、介護に専念したかった等の自身の希望による離職理由も一定程度存在。

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「仕事と介護の両立に関する労働者アンケート調査」（平成24年度厚生労働省委託調査）

＜設問＞

あなたが「手助・介護」を機に仕事を辞め
た理由についてお伺いします。
該当するものをすべてお選びください。
（いくつでも）

＜調査対象＞
40～50歳代の介護を機とした離職者

※複数回仕事を辞めた経験がある場合は
直近の経験について聞いている。

※現在の就業状況は問わない。男性・女性
（離職前は正社員）計1,000人
有効回答数：994件

離職者：あなたが｢手助・介護｣を機に仕事を辞めた理由（複数回答）

（％）

○介護基盤整備の充実
○職場環境の整備
○相談・家族支援の充実
を進めていく必要
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男女雇用機会均等法
（1985（昭和60）年）

女性の活躍促進 少子高齢化対策 非正規雇用対策

育児休業法
（1991（平成３）年）

女性活躍推進法
（2015（平成27）年）

次世代育成支援対策推進法
（2003（平成15）年）

パートタイム労働法
（1993（平成５）年）

○1997（平成９）年改正
・募集等の均等取扱の義務化
・セクハラ防止の配慮義務化
・時間外、深夜業、休日労働の規制の
解消（労基法改正） 等

○2006（平成18）年改正
・男女双方に対する差別禁止
・間接差別
・坑内労働の規制緩和（労基法改正）

等
・セクハラ防止の措置義務化
・妊娠、出産等を理由とした不利益取
扱の禁止 等

○2016（平成28）年改正
・いわゆるマタハラ防止の措置義務化

・事業主行動計画の策定・届出
・情報公表 等

○1995（平成７）年改正
・育児・介護休業法に題名を改正

○2001（平成13）年改正
・育児・介護を行う者の時間外労
働の制限 等

○2004（平成16）年改正
・育児休業の延長（１歳６月）
・看護休暇 等

○2009（平成21）年改正
・パパ・ママ育休プラス 等

○2016（平成28）年改正
・介護休業の分割取得 等

○2017（平成29）年改正
・育児休業の延長（最長２歳）等

○2008（平成20）年改正
・事業主行動計画の策定対象拡大 等

○2014（平成26）年改正
・プラチナくるみん認定の創設 等

○2007（平成19）年改正
・労働条件明示（文書交付）、求め
があった場合の説明義務

・通常の労働者との均等待遇
・通常の労働者への転換の促進
・苦情処理・紛争解決 等

○2014（平成26）年改正
・均等待遇規定の拡充
・均衡待遇規定の創設
・雇入れ時の説明義務
・勧告に従わない場合の公表 等

○2018（平成30）年改正
・パートタイム・有期雇用労働法に
題名を改正

・均衡待遇規定・均等待遇規定を
パート・有期で統一的に整備

・待遇に関する説明義務の強化 等

雇用均等行政（女性労働政策）の主な法改正＞均、両、有
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▶地域において、女性活躍推進に係る取組に関する協議を行う「協議会」を組織することができることとする（任意）。

▶原則、公布日（平成27年９月４日）施行（事業主行動計画の策定については、平成28年４月１日施行）。 ►施行3年後の見直し。 ▶10年間の時限立法。

※（１）（２）について大企業(301人以上)：義務／中小企業(300人以下)：努力義務

✎ 行動計画の必須記載事項

▶目標（定量的目標） ▶取組内容 ▶実施時期 ▶計画期間

✎ 情報公表の項目 （省令で規定）

女性の職業選択に資するよう、省令で定める情報(限定列挙)から事業主が適切と考えるものを公表

▶ 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針を策定（閣議決定）。
▶ 地方公共団体（都道府県、市町村）は、上記基本方針等を勘案して、当該区域内における推進計画を策定（努力義務）。

１ 基本方針等

２ 事業主行動計画等

✎認定基準は、業種毎・企業規模毎の特性等に配慮し、省令で規定

３ その他（施行期日等）

（１） 企業におけるPDCAを促し、女性活躍の取組を推進

⇒ 自社の女性の活躍に関する状況把握・課題分析、及びこれを踏まえた行動計画の策定・届出・公表

（指針に即した行動計画を策定・公表（労働者への周知含む））

（２） 女性の職業選択に資するよう、女性活躍に関する企業の情報公表を促進

⇒ 女性の活躍に関する情報公表

（３） 認定制度によるインセンティブの付与

⇒ 優良企業を認定し、認定マーク「えるぼし」の利用を可能に

（４） 履行確保措置

⇒ 厚生労働大臣（都道府県労働局長）による報告徴収・助言指導・勧告

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の概要（民間事業主関係部分）



女性活躍に向けた課題 状況把握項目 情報公表項目

採用

・採用した労働者に占める女性労働者の割合（区）
・男女別の採用における競争倍率（区）
・労働者に占める女性労働者の割合（区)(派）

・採用した労働者に占める女性労働者の割合(区)
・男女別の採用における競争倍率（区）
・労働者に占める女性労働者の割合（区）（派）

配置・育成・教育訓練

・男女別の配置の状況（区）
・男女別の将来の人材育成を目的とした教育訓練の受講の状況（区）
・管理職や男女の労働者の配置・育成・評価・昇進・性別役割分担意識その他の職場

風土等に関する意識(区)(派：性別役割分担意識など職場風土等に関する意識)

継続就業・働き方改革

・男女の平均継続勤務年数の差異（区）
・10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別の継続雇用割合

（区）
・男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（区）
・男女別の職業生活と家庭生活との両立を支援するための制度（育児休業を除く）の

利用実績（区）

・男女の平均継続勤務年数の差異
・10事業年度前及びその前後の事業年度に採用され
た労働者の男女別の継続雇用割合

・男女別の育児休業取得率（区）

・男女別のフレックスタイム制、在宅勤務、テレワーク等の柔軟な働き方に資す
る制度の利用実績

・労働者の各月ごとの平均残業時間数等の労働時間の状況
・雇用管理区分ごとの労働者の各月ごとの平均残業時間等の労働時間の状況
（区)(派）

・管理職の各月ごとの労働時間等の勤務状況
・有給休暇取得率（区）

・一月当たりの労働者の平均残業時間
・雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの平均残
業時間（区)(派）

・有給休暇取得率

評価・登用

・管理職に占める女性労働者の割合
・各職階の労働者に占める女性労働者の割合及び役員に占める女性の割合
・男女別の１つ上位の職階へ昇進した労働者の割合
・男女の人事評価の結果における差異（区）

・管理職に占める女性労働者の割合
・係長級にある者に占める女性労働者の割合
・役員に占める女性の割合

職場風土・性別役割分担
意識

・セクシュアルハラスメントに関する各種相談窓口への相談状況（区)(派）

再チャレンジ
（多様なキャリアコース）

・男女別の職種又は雇用形態の転換の実績（区)(派）
・男女別の再雇用又は中途採用の実績（区）

・男女別の職種若しくは雇用形態の転換者、再雇用者又は中途採用者を管理職へ
登用した実績

・男女別の非正社員のキャリアアップに向けた研修の受講の状況（区）

・男女別の職種又は雇用形態の転換の実績(区)(派）
・男女別の再雇用又は中途採用の実績

取組の結果を図るための指標 ・男女の賃金の差異（区）

（区）＝雇用管理区分ごとに把握（典型例：一般職／総合職／パート） （派）＝派遣先においては派遣労働者も含めて把握＊太字下線は基礎項目
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就活に役立ちます。せひ、活用してください！
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「残業前提型業務」継続の限界

ポスト不足･･･配慮可能なポスト（「残業前提型業務」が少ない部署）が組
織内で足りなくなってくる（既になっている）。

周囲の職員への過大な負担･･･子育て中女性がこなせない分の「残業前提型
業務」を担う周囲の職員の負担がどんどん過大になっていく（なっている）。

人材育成が十分にできない職員の増加･･･長期にわたり「残業前提型業務」
が求められるポストがこなせない場合、いくら勤務時間内に努力を重ねたと

しても、省幹部に足るキャリア形成ができなくなってしまう。今のままでは、

十分な人材育成がされないまま女性職員が増え、組織マネジメント上の問題
が生じる可能性。

「マミートラック」からの復帰後の両立困難･･･子どもが一定年齢（例：小
学校入学）に達すると、通常の「残業前提型業務」が恒常化した働き方へ復

帰するケースが多いが、途端に仕事と家庭の両立困難にさらされる。

１

３

４

２

「子育て期は意外と長い」！

学校就学後も、放課後、子どもだけで過ごさせるのは困難。また、２人・３人
と出産した場合、第１子の出産から末子が一定程度自立するまでには10年
～15年かかることが想定され、その期間を通じて、子育て中の女性職員に
「配慮」し続けることは組織としても現実的でない。

女性への「配慮」から霞が関の「働き方改革」へ

「残業前提型業務」を改善しないまま、子育て中の女性職員に対し「配慮」で対処する
ことは、子育て中の女性の増加に伴い、組織として持続可能ではなくなってきている。

「
残
業
前
提
型
業
務
」
の
見
直
し
に
よ
り

持
続
可
能
な
霞
が
関
へ

霞が関若手女性有志からの提言
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施行期日 Ⅰ：公布日（平成３０年７月６日）
Ⅱ：平成３１年４月１日（中小企業における時間外労働の上限規制に係る改正規定の適用は平成３２年４月１日、１の中小企業における割増賃金率の見直しは平成３５年４月１日）
Ⅲ：平成３２年４月１日（中小企業におけるパートタイム労働法・労働契約法の改正規定の適用は平成３３年４月１日）

※（衆議院において修正）改正後の各法の検討を行う際の観点として、労働者と使用者の協議の促進等を通じて、労働者の職業生活の充実を図ることを明記。

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）の概要
労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、 多様で柔軟な
働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保等のための措置を講ずる。

働き方改革に係る基本的考え方を明らかにするとともに、国は、改革を総合的かつ継続的に推進するための「基本方針」（閣議決定）を定めることとする。(雇用対策法)

※（衆議院において修正）中小企業の取組を推進するため、地方の関係者により構成される協議会の設置等の連携体制を整備する努力義務規定を創設。

Ⅰ 働き方改革の総合的かつ継続的な推進

１ 労働時間に関する制度の見直し（労働基準法、労働安全衛生法）
・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働
含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定。

（※）自動車運転業務、建設事業、医師等について、猶予期間を設けた上で規制を適用等の例外あり。研究開発業務について、医師の面接指導を設けた上で、適用除外。

・月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）について、中小企業への猶予措置を廃止する。また、使用者は、10日以上の年次有給
休暇が付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこととする。
・高度プロフェッショナル制度の創設等を行う。（高度プロフェッショナル制度における健康確保措置を強化）
※（衆議院において修正）高度プロフェッショナル制度の適用に係る同意の撤回について規定を創設。

・労働者の健康確保措置の実効性を確保する観点から、労働時間の状況を省令で定める方法により把握しなければならないこととする。（労働安全衛生法）
２ 勤務間インターバル制度の普及促進等（労働時間等設定改善法）

・事業主は、前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に一定時間の休息の確保に努めなければならないこととする。
※（衆議院において修正）事業主の責務として、短納期発注や発注の内容の頻繁な変更を行わないよう配慮する努力義務規定を創設。

３ 産業医・産業保健機能の強化（労働安全衛生法等）

・事業者から、産業医に対しその業務を適切に行うために必要な情報を提供することとするなど、産業医・産業保健機能の強化を図る。

Ⅱ 長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等

１ 不合理な待遇差を解消するための規定の整備（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）
短時間・有期雇用労働者に関する同一企業内における正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、当該待遇の性質・目的
に照らして適切と認められる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化。併せて有期雇用労働者の均等待遇規定を整備。派遣労働者について、①派
遣先の労働者との均等・均衡待遇、②一定の要件※を満たす労使協定による待遇のいずれかを確保することを義務化。また、これらの事項に関する

ガイドラインの根拠規定を整備。 （※）同種業務の一般の労働者の平均的な賃金と同等以上の賃金であること等

２ 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）
短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者について、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等に関する説明を義務化。

３ 行政による履行確保措置及び裁判外紛争解決手続（行政ADR）の整備
１の義務や２の説明義務について、行政による履行確保措置及び行政ADRを整備。

Ⅲ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保
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労働政策審議会建議「女性の職業生活における活躍の推進及び職場のハラスメント防止対策等の在り方について」
（平成30年12月14日）概要版（女性活躍推進法関係）

 労働力率と潜在的労働力率の差は依然と
して大きい。

 正規雇用の就業率は第１子出産の平均
年齢より手前の「25～29歳」層でピークを
迎え、その後は年齢とともに減少。

 管理的職業従事者に占める女性割合
（13.2％）は諸外国に比べて低い水準。

社会全体で女性活躍を一層推進するため、計画的なPDCAサイクルを促す行動
計画の策定や、求職者の職業選択に資する情報公表等に、より多くの企業が取り
組むことが必要。

行動計画策定や情報公表等の取組の内容については、女性活躍推進法の基本
原則を踏まえ、「職業生活に関する機会の提供」と「職業生活と家庭生活の両
立」に資するものとすることが必要。

女性の職業生活における活躍の推進等の基本的考え方日本の働く女性の現状

（１） 一般事業主行動計画の拡大強化 ～企業のＰＤＣＡの取組を拡大強化し、女性活躍の取組を更に推進～

○ 行動計画策定義務の対象企業の拡大（301人以上→101人以上）

（２） 情報公表の促進 ～女性の職業選択に資するよう、女性活躍に関する企業の情報公表を促進～

○ 情報公表義務の対象企業の拡大（301人以上→101人以上）

○ 情報公表項目の見直し（現在は省令で定める項目から１つ以上任意選択）
情報公表項目を、➀職業生活の機会の提供に関する項目と②職業生活と家庭生活との両立に関する項目に区分し、
各区分から１つ以上情報公表することを義務化

※ ①：女性労働者の採用割合、管理職比率など ②：労働者の1月あたりの残業時間、有給休暇取得率など

○ 情報公表の適正化を確保するため、勧告違反の場合の企業名公表制度の創設

※（１）（２）の実施に当たっては、101人～300人規模企業については準備期間など円滑な施行に十分配慮。

（３） えるぼし認定の見直し ～インセンティブ強化（裾野を広げ、より高水準の取組も促進）～

○ より水準の高い「プラチナえるぼし（仮称）」認定を創設し、「プラチナえるぼし」取得企業は行動計画策定義務を免除。
（cf：プラチナくるみん）

※ えるぼし認定の基準を、中小企業を含め、女性活躍の取組を進めている企業が適切に認定を受けられるよう見直し。

具体的な取組



労働政策審議会建議「女性の職業生活における活躍の推進及び職場のハラスメント防止対策等の在り方について」
（平成30年12月14日）概要版（ハラスメント防止対策関係）

 嫌がらせ、いじめ又は暴行を受けたことによる精神障害の
労災認定件数は88件（平成29年度）。都道府県労
働局における「いじめ・嫌がらせ」の相談件数は増加傾向。

 都道府県労働局に対するセクシュアルハラスメントに関す
る相談件数は約７千件（平成29年度）と高水準にと
どまる。

職場のハラスメントは労働者の尊厳や人格を傷つける等の人権に関わ
る許されない行為であり、あってはならないもの。

職場のパワーハラスメントの防止について、企業の現場において確実に
予防・解決に向けた措置を講じるよう法律で義務付けるとともに、セク
シュアルハラスメントの防止対策の実効性向上が必要。

職場のハラスメント防止対策等の基本的考え方職場のハラスメントの現状

（１）職場のパワーハラスメントの定義
職場のパワーハラスメントは、①優越的な関係に基づく、②業務上必要かつ相当な範囲を超えた言動により、
③労働者の就業環境を害すること（身体的若しくは精神的な苦痛を与えること）、の３つの要素を満たすものとする。

（２）職場のパワーハラスメントの防止対策 ※施行に際して、中小企業の準備期間等に十分配慮する。

○ 事業主に対して、その雇用する労働者の相談に応じ、適切に対応するために必要な体制を整備する等、当該労働者が自社の労働者
等からパワーハラスメントを受けることを防止するための雇用管理上の措置を講じることを法律で義務付け。

○ 職場のパワーハラスメントの定義や事業主が講ずべき措置の具体的内容等を定めた指針を策定。
※業務上の適正な範囲内の指導は職場のパワーハラスメントに当たらないこと、パワーハラスメントに該当する例/しない例 等

○ 取引先等の労働者からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為については、指針等で望ましい取組を明確化。
○ 紛争解決のための調停制度や、助言や指導等の履行確保のための措置を新設。
○ 職場のパワーハラスメントは許されないものであり、国はその周知・啓発を行い、事業主と労働者はその問題への理解を深めるとともに
自らの発言に注意するよう努めるべきという趣旨を法律上で明確化。

（３）職場のセクシュアルハラスメント防止対策の実効性向上
○ 労働者が相談等を行うことに躊躇することがないよう、労働者がセクシュアルハラスメントに関して事業主に相談したことを理由とした不利
益取扱いを禁止（パワーハラスメント等の防止対策においても同様の措置を講ずる）。

○ 職場のセクシュアルハラスメントは許されないものであり、国はその周知・啓発を行い、事業主と労働者はその問題への理解を深めるととも
に自らの発言に注意するよう努めるべきという趣旨を法律上で明確化。

○ 調停制度について、紛争調停委員会が必要を認めた場合には、関係当事者の同意の有無に関わらず、職場の同僚等も参考人として
出頭の求めや意見聴取が行えるよう、対象者を拡大。

○ 社外の労働者や顧客等からセクシュアルハラスメントを受けた場合や社外の労働者に対してセクシュアルハラスメントを行った場合の対応
について、指針等で明確化。

具体的な取組


